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概要：本稿は機関リポジトリへの文献登録をサポートするシステムを紹介している．機関リポジト

リは学術情報へのオープンアクセスを実現する重要なサービスであるが，登録されている文献数は

十分とは言えない．著者らは，機関リポジトリへの文献登録作業のうち，文献の著者とリポジトリ

の管理者による作業を部分的に自動化するシステムを開発した．このシステムは，論文誌や学術会

議等で発表された文献についての外部データベースを利用し，該当する著者へ本文の登録を促す．

また，各文献の出版社等の著作権ポリシーについても，外部データベースを参照し自動的に確認を

行う．本稿は，現行の機関リポジトリの問題点を挙げ，その解決方法として開発されたシステムの

詳細を述べている．このシステムにより，文献著者とリポジトリ管理者の文献登録の手間を省くこ

とができ，機関リポジトリの登録文献数の増加が期待できる． 

 

1  はじめに 

学術情報への「オープンアクセス[17]」とは，

学術論文等の研究成果を無料で利用できること

を実現するものである．公的機関からの資金を

受けた研究については，その研究成果を社会に

広く還元すべきである．実際に，米国国立衛生

学研究所によるポリシー[9]等，多くの研究機

関でこの考えが広まっている[4]．オープンア

クセスを実現するための方法のひとつは「セル

フアーカイビング」であり[16]，研究成果を蓄

積・公開するシステムがリポジトリである．あ

る研究機関における成果のためのリポジトリは

機関リポジトリと呼ばれる．各研究機関におい

て機関リポジトリを充実させることで，学術情

報へのオープンアクセスを実現することができ

る．

研究成果の機関リポジトリへの登録率は，一

般的に非常に少ないと推測される．例えば，九

州大学の機関リポジトリ（QIR）[2]については，

同大学で執筆された学術論文数に対する QIR の

登録文献数の割合は高々30%程度である[13]．
また，QIR の登録文献数についての他の機関リ

ポジトリとの比較から，多くの機関リポジトリ

において同じ状況であることが予想される．こ

の状況を改善するには，文献の著者はもちろん，

リポジトリの管理者の登録作業の労力をできる

限り少なくする必要がある．

機関リポジトリへの研究成果登録を義務化す

ることができれば，登録文献数の問題は解決で

きる．しかし，多くの機関ではこの解法を即座

には実行できないと予想される．文献著者の登

録の手間を省くアプローチとしては，外部の学

術論文データベースから当該機関の研究者によ

る文献の書誌情報を取得し，本文の URI へリン

クを張る方法が考えられる．しかし，この方法

では本文を所持する出版社等との契約が前提に

なっており，根本的なオープンアクセスの状態

を実現していない．著者が所属機関において直

接本文を蓄積することが重要である．もうひと

つのアプローチは，文献著者にとっての登録の

動機をつくることである．我々は，QIR の登録

文献へのアクセスログの解析を行い，文献著者

へ有用な情報をフィードバックすることで，文

献登録を促すシステムの開発を行っている

[11,14]．また，九州大学研究者情報データベー

ス[1]との連携により，文献著者の登録の手間

を省くシステムの開発を行った[12]．しかし，

現在のところ，QIR の登録数の増加傾向に顕著

な変化は見られていない[15]．
我々は，文献著者とリポジトリ管理者の 2 つ

の観点から文献登録作業の整理を行った．そし

て，QIR の運営作業を行う中で，登録数増加の

妨げとなる部分はそれぞれ以下の点であると考

えた．まず，文献著者については，書誌情報等

の入力作業の量よりも，登録の「きっかけ」が

重要であると考えた．従来，文献登録は著者が

自発的に行っているが，登録作業の簡略化だけ

では登録への動機として影響が少ないと予想さ

れる．次に，リポジトリ管理者については，そ

の処理能力がボトルネックになり得ると考えた．
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管理者の登録作業のうち最も手間のかかる作業

のひとつは著作権ポリシーの確認である．これ

に対し，我々は以下の機能を持つシステムを開

発した[10]．
 外部の学術論文データベースから情報を取

得することで，機関リポジトリから文献著

者へ登録の催促を行う．

 各文献の出版社等の著作権ポリシーについ

て，外部データベースへ自動的に問い合わ

せを行う．

本稿では，文献登録数増加へむけての問題点

を，特定の機関リポジトリについてだけではなく，

一般的に整理している．また，これらの問題点の

解決方法として開発したシステムも，他機関のリ

ポジトリへ適用できるものである．このシステム

は，全世界の機関リポジトリの登録文献数増加を

実現するひとつの方法となることが期待できる．

 

2  問題点 

この章では，機関リポジトリの登録文献数増

加へむけての問題点を明らかにする． 

2.1 登録文献数 

QIR の登録文献数は，2011 年 10 月現在，約

17,000 件である．九州大学の研究者情報データ

ベース（DHJS）に登録されている学術論文の書

誌情報の数は約 70,000件であり，複数の著者に

よる重複した登録を考慮しても少なくとも約

50,000 件の異なる論文が登録されている[13]．
つまり，九州大学で執筆されている多くの論文

が QIR には登録されていないということである．

QIR の登録文献数を増やすには，まず，これら

の埋もれた論文の登録を促すことが効果的だと

考えられる．

執筆された論文全体に対する登録率が低いと

いう状況は，QIR に限ったものではないと推測さ

れる．世界の機関リポジトリのランキング[3]によ

ると，2011 年 7 月現在，QIR の登録文献数は約

2,000 機関中 51 位である．九州大学で執筆される

学術論文が特別多いのでなければ，QIR より下位

にランクされる機関リポジトリにおいて同じ状況

であることが予想される．

2.2 文献著者の作業 

文献著者による QIR への登録方法としては，

 リポジトリ管理者へ電子メール等で依頼す

る方法と，

 QIR のアカウントを取得し，登録フォーム

より行う方法

がある．我々は，文献著者による作業を軽減す

るために，DHJS と QIR とを連携させるシステ

ムを開発した[12]．DHJS に登録されている文献

のリストから QIR の本文へのリンクを作成し，

本文が無い場合は登録フォームへと誘導できる

ようにした．この際，入力情報として，DHJS
の書誌情報が再利用される．

しかし，2008 年 6 月から 2010 年 10 月までの

QIR の登録数 7,411 件のうち，このシステムに

よるものは多くとも 8%程度にとどまっている

[15]．我々は，登録の作業量自体を減らすこと

に加え，著者に対し登録の「きっかけ」を与え

ることが重要であると考えた．従来，文献登録

は著者により自発的に行われてきたが，オープ

ンアクセスや機関リポジトリに対する積極的な

関心が無い著者については，いくら登録作業を

簡略化しても登録が行われないと予想される．

オープンアクセスの思想に対する賛同を得られ

ないまでも，登録可能な論文を著者に知らせる

ことで登録を促すことができるのではないかと

考えた．

2.3 リポジトリ管理者の作業 

QIR の文献登録においては，前述の 2 つの登録

方法のいずれについても，各文献に対して少なく

とも一度はリポジトリ管理者による確認が行われ

る．著者による文献登録の依頼が大幅に増えたと

しても，リポジトリ管理者の処理能力が対応でき

なければ登録文献数増加は望めない．この状況は，

特に，機関リポジトリ管理へ人員を割くことが難

しい，規模の小さな機関において問題となると思

われる点である．

リポジトリ管理者の登録作業のうち最も手間

のかかる作業のひとつは「著作権ポリシーの確認」

である．学術論文等を出版する出版社や学術協会

は，それぞれ，機関リポジトリでの論文の公開に

ついての著作権ポリシーを持っている．機関リポ

ジトリでの公開の可否に加え，論文のバージョン

や開始時期についての条件を定めたものもある．

この著作権ポリシーの確認は，一般に，図書館職

員等のリポジトリ管理者が手作業で行っており，

この作業の効率化は個人の経験や工夫に頼ってい

るのが現状である．

 

3 解決手法 

前節の問題点に対する解決方法として，次の 2
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つの機能を持つシステムを開発した．

3.1 文献著者への登録の催促 

文献登録のきっかけを研究者からリポジトリ側

へ移すことで登録数が増えるのではないかと考え

た．このアイデアの概要を図 1 に示す．従来，研

究者が論文誌や国際会議に投稿し採択された学術

論文は，研究者自身の判断で機関リポジトリへ登

録されている．論文誌や会議録等は出版社や学術

協会等から出版され，それらを横断的に検索でき

るデータベースが広く利用されている[5,8]．学術

論文データベースから該当機関の研究者による文

献の情報を取得し，文献著者へ登録の催促を行う

ことで，登録のきっかけをリポジトリ側へ移すこ

とができる．

 
図 1：文献登録依頼機能の概要

図 2 は本システムの操作画面の例である．外部

データベースから九州大学の研究者による論文の

書誌情報を取得し，リストとして表示している．

リポジトリ管理者は，必要ならば 3 番目と 4 番目

の項目の「Title」や「Authors」等の修正を行い，2
番目の項目の「Email」へ登録を催促するメールを

送ることができる．催促メールの内容は，別の画

面で編集することができる．この画面では，メー

ル送信までの作業の進捗管理と同時に，後述の著

作権ポリシーに関する各論文についての作業の進

捗を「Status」として管理することができる．

3.2 著作権ポリシーの自動問い合わせ 

 出版社や学術協会の著作権ポリシーに関する

データベース[6,7]を利用し，従来リポジトリ管

理者が手作業で行っていた作業の一部を自動化

する．図 2 の 5 番目の項「Color」は，各出版社

等の著作権ポリシーを表している．一般に，こ

の著作権ポリシーは機関リポジトリでの公開に

ついて，「可能」，「不可能」，「条件付きで可

能」，「不明」等を，色を当てはめて区別して

いる．リポジトリ管理者は，この色に応じてエ

ンバーゴ管理等の登録作業を変化させなければ

ならない．

 現在，本システムではこの部分の機能として

図 2：文献登録半自動化システムの管理画面
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出版者に対応する著作権ポリシーの問い合わせ

のみを想定しているが，著作権ポリシー管理を

さらに一般化することによって，より多くの部

分を自動化できるのではないかと考えている．

 

4 おわりに 

本稿では機関リポジトリへの文献登録をサポ

ートするシステムを紹介した．文献著者に加え，

リポジトリ管理者の観点から文献登録作業を見

直し，該当する著者へ本文の登録を促す機能と，

各文献の出版社等の著作権ポリシーの確認を行

う機能を開発した．対象とする問題点の一般化

とシステム汎用性から，本システムは他機関の

リポジトリについても適用可能である． 

今後の課題として，著作権ポリシー管理作業

と，それに関わるエンバーゴ管理についてさらに

詳しく一般化を行い，より多くの作業の自動化を

目指す予定である．また，本システムの導入前後

での文献登録の履歴を詳しく解析し，本システム

の効果の検証を行う予定である． 
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